




定　　款　株式会社　サンセイ

昭和３６年 １ 月２４日作成

昭和３７年 ４ 月１９日変更

昭和３９年 １ 月 ６ 日変更

昭和４０年１２月１０日変更

昭和４３年 ５ 月２３日変更

昭和４４年 ４ 月 １ 日変更

平成 ６ 年 ９ 月２８日変更

平成１７年 ９ 月２２日変更

平成２０年 ９ 月２５日変更

株式会社サンセイ定款

第１章　　総　　　則
【商号】

第１条　当会社は、株式会社サンセイと称する。

【目的】

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

１．鉄鋼原料、鉱産物、燃料、肥料、油脂、化学製品、工作機械、及びその部品、車両の売買及び輸出入

２．建物の清掃業務及び電気・空調機器の保守、運転

３．衛生害虫の防除及び駆除などの環境衛生業務

４．保安警備業務

５．業務用清掃機材、清掃用品などの販売

６．受付・社内メール取り次ぎなどの庶務事務の代行サービス

７．労働者派遣事業

８．造花、人工樹木、花器類の製造、販売、輸出入及びリース業

９．環境に係わる水、空気等の浄化処理装置の研究開発、製造、販売及び輸出入業

１０．前各項に関連する業務及び投資

【本店の所在地】

第３条　当会社は、本店を東京都渋谷区に置く。

【公告の方法】

第４条　当会社の公告は、官報に掲載する。

第２章　　株　　　式
【発行可能株式総数】

第５条　当会社の発行可能株式総数は、8万株とする。

【株式の譲渡制限】

第６条　当会社の株式は、取締役会の承認がなければ譲渡により取得することができない。

【相続人等に対する株式の売渡請求】

第７条　当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡

すことを請求することができる。

【名義書換】

第８条　当会社の株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請求するには、その取得

した株式の株主として株主名簿に記載又は記録された者又はその相続人その他の一般承継人と株式取得者

が当会社所定の書式による請求書に署名又は記名押印し、共同して請求しなければならない。ただし、会

社法施行規則第22条第1項各号に定める場合には、株式取得者が単独で請求することができる。
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３　任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満

了する時までとする。

【代表取締役及び役付取締役】

第２１条　取締役会は、取締役の中から社長1名を選定する

２　社長は会社を代表する。

３　取締役会は、必要に応じて取締役会長・取締役副社長・専務取締役及び常務取締役各若干名を選定す

ることができる。

４　取締役会は、社長のほかに、前項の役付取締役の中から会社を代表する取締役を選定することができる。

５　社長に事故があるときは、予め取締役会の定める順序に従い、他の取締役が社長の職務を代行する。

【取締役会の招集】

第２２条　取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集する。

２　取締役会の招集通知は、会日の前日までに各取締役及び各監査役に対して発する。

３　取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく取締役会を開催することが

できる。

【取締役会の決議方法】

第２３条　取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる取締役の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。

２　取締役が決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき議決に加わること

ができる取締役の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する

旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が当該提案について異議を述べたときはこ

の限りではない。

【取締役会議事録】

第２４条　取締役会の議事については、法務省令の定めるところにより、議事録を作成し、出席した取締役及び

監査役がこれに署名又は記名押印若しくは電子署名する。

【監査の範囲】

第２５条　監査役の監査の範囲は、会計に関するものに限定する。

【顧問及び相談役】

第２６条　当会社は、取締役会の決議をもって、顧問及び相談役各若干名を置くことができる。

第５章　　計　　　算
【事業年度】

第２７条　当会社の事業年度は、毎年8月1日から翌年7月31日までとする。

【剰余金の配当】

第２８条　剰余金の配当は、毎事業年度末日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主及び登録株式質権

者に対して行う。

２　剰余金の配当がその支払提供の日から満3年を経過しても受領されないときは、当会社はその支払義

務を免れるものとする。

附　則

１．この定款は、昭和３６年 １ 月２４日に制定する。

２．この変更は、昭和３７年 ４ 月１９日から施行する。

３．この変更は、昭和３９年 １ 月 ６ 日から施行する。

４．この変更は、昭和４０年１２月１０日から施行する。

５．この変更は、昭和４３年 ５ 月２３日から施行する。

６．この変更は、昭和４４年 ４ 月 １ 日から施行する。

７．この変更は、平成 ６ 年 ９ 月２８日から施行する。

８．この変更は、平成１７年 ９ 月２２日から施行する。

９．この変更は、平成２０年 ９ 月２５日から施行する。
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【質権の登録及び信託財産の表示】

第９条　当会社の株式について質権の登録又は信託財産の表示を請求するには、当会社所定の書式による請求書

に当事者が署名又は記名押印し、共同して請求しなければならない。その登録又は表示の抹消についても

同様とする。

【手数料】

第１０条　前2条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければならない。

【基準日】

第１１条　当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有する株主をもって、そ

の事業年度に関する定時株主総会において権利を行使すべき株主とする。

２ 前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使すべき者を確定するため必要があるときは、

あらかじめ公告して臨時に基準日を定めることができる。ただし、この場合には、その日を2週間前ま

でに公告するものとする。

第３章　　株主総会
【招集】

第１２条　当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日から3か月以内にこれを招集し、臨時株主総会は必

要に応じて随時これを招集する。

【議長】

第１３条　株主総会の議長は、社長がこれに当たる。

２　社長に事故があるときは、取締役会において予め定めた順序により他の取締役がこれに代わる。

【決議の方法】

第１４条　株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することが

できる株主の議決権の過半数をもって行う。

２ 会社法第309条第2項に定める決議は、当該株主総会において議決権を行使することができる株主の

議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の3分の2以上に当たる多数をもっ

て行う。

【議決権の代理行使】

第１５条　株主は代理人によって議決権を行使することができる。ただし、その代理人は当会社の株主に限る。

この場合には、総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。

【議事録】

第１６条　株主総会の議事については、法務省令で定めるところにより、その経過の要領及びその結果等を記載

又は記録する。

第４章　　株主総会以外の機関
【設置機関】

第１７条　当会社に次の機関を設置する。

①取締役会

②監査役

【取締役及び監査役の員数】

第１８条　当会社の取締役は3名以上、監査役は1名以上とする。

【取締役及び監査役の選任】

第１９条　当会社の取締役及び監査役は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の3

分の1以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の決議によって選任する。

２　取締役の選任については、累積投票によらないものとする。

【取締役及び監査役の任期】

第２０条　取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとし、監査役の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時までとする。

２　補欠又は増員により選任された取締役の任期は、他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。
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5958

本社●東京都渋谷区神山町4-14第三共同ビル

TEL 03-3481-7541

URL http://www.sansei-inc.com/

URL http://www.sansei-csr.jp/

事業所●北海道・千葉・埼玉・東京・神奈川・静岡・大阪・福岡

設立●昭和36年2月20日

資本金●3,000万円

従業員数●320名

決算期●7月末日

株主●東新紙業株式会社、株式会社NHKビジネスクリエイト、三峯産業株式会社、冨田 稔、他

役員●代表取締役社長 冨田 稔、取締役 吉成 廣樹、取締役 宮崎 則行、取締役 熊谷 伸一

監査役 穴澤 勝、監査役 大槻 徳市

取引銀行●みずほコーポレート銀行 内幸町営業部、三菱東京UFJ銀行 渋谷支店

加入団体●社団法人 全国ビルメンテナンス協会、公益社団法人 東京ビルメンテナンス協会

社団法人 全国警備業協会、社団法人 東京都警備業協会、渋谷警備業連絡協議会

東京商工会議所、社団法人 渋谷法人会

賛助会員●公益財団法人 NHK交響楽団、NHK厚生文化事業団、社会福祉法人 渋谷区社会福祉協議会

登録免許●建築物環境衛生総合管理業登録 東京都 19総 第274号

建物飲料水貯水槽清掃業 東京都12貯第1640号

建築物ねずみ昆虫等防除業 東京都62ね第194号

建築物清掃業 東京都58清第1100号

警備業 東京都公安委員会第30000997号

特定労働者派遣事業 労働省特13-07-0456

医療関連 サービスマーク認定G（5）-0610130631

ISO14001 承認番号 YKA0773051

プライバシーマーク使用許諾 認定番号 第10860398（03）号

特定信書便事業許可 総特第47号

たばこ小売販売業許可

貨物軽自動車運送事業者届

とうきょう次世代育成サポート企業登録

資格者●建築物環境衛生管理技術者・統括管理者、病院清掃受託責任者、清掃作業監督者、

ビルクリーニング技能士、防除作業監督者、建物清掃管理評価資格者1・2級、防火管理者、

警備員指導教育責任者、電気主任技術者、高圧電気工事技術者、ボイラー技師、

貯水槽清掃作業監督者、冷凍機械主任者、危険物取扱主任者　他

会社概要

SANSEI 企業行動指針　　人と建物にやさしいプロのサービスを
●お客様に
私たちサンセイは、安心と信頼のサービスを常に提供します。

・お客様からのニーズを的確に把握し、サービスと商品の提案に努めます。
・常に品質管理されたサービスと商品の提供に努めます。
・プロとしての自覚を持った営業活動に努めます。
・事故・クレーム・ご意見等に対して、迅速で誠実な対応に努めます。

●協力会社・取引業者に
私たちサンセイは、パートナーシップの関係を常に大切にしています。

・無理な条件をお願いするような取引は行いません。
・パートナーとして「好意と尊敬」をもった関係維持を優先します。
・共生できる健全で誠実なパートナーを選定します。

●環境に
私たちサンセイは、「人と建物がおりなす環境との調和」を意識した企業活動を推進することで環境保全に努めます。

・地球環境への負荷低減等に対処するため、汚染の予防に努めます。
・環境関連の法令を遵守し、資源保護・廃棄物の削減に努めます。
・環境負荷の少ない製品の活用に努めます。

●社会に
私たちサンセイは、企業市民としての役割を認識して社会貢献活動に努めます。

・事業活動は、法令を遵守し社会的な常識と良識に基づいた行動に努めます。
・企業市民として地域社会との協調をはかり、地域に貢献する活動に努めます。

●個人情報に
確実な個人情報の保護を実現し、お客様への継続的な安心を提供いたします。

・個人情報の保護が重大なテーマと認識し、従業員に周知徹底するとともに個人情報の保護を確実に実行いたします。

SANSEI 行動指針　 人と建物にやさしいプロのサービスを
●自分に
自分の仕事については、第一人者となる。

・基本を大切にする。
・評論家にならず、提言家・実践家になる。
・チームの中で、今果たすべき役割を考え、実行する。
・己より一段上の立場にたって考える

現状維持に満足しない。
・高い目標を持つ。
・前例にこだわらず、人がやっていないことに挑戦する。
・信じることを勇気をもって成し遂げる。

グッド・コミュニケーションに努める。
・さまざまな人と、心を開いて話し合う。
・相手の立場に立って考える。

●上司に
自分の意見を持ち、進んで提言する。

・上司の言うことを絶対とせず、疑問、反論はどんどんぶつける。
・正しいと思ったことを、自信をもって述べる。
・決定したら、最善を尽くす。

任された仕事の判断は、自ら下す。
・上司に｢相談｣することで、自らの責任を不明確にしない。

●部下に
信頼し、仕事を任せ、率直に論議する。

・部下が決めるべきことについて決定を求めてきたら、押し戻す。
・常に、公正な評価を心がける。
・部下の意見・提言を大切にする。
・自らの行動で、あるべき姿を示す。

●社外に
広い視野を持ち、外に出る。

・世の中の変化に敏感になる。
・顧客のニーズに応えるための仕事を最優先する。
・行きにくい所こそ、自ら出向く。

●未来に
変化を先取りする。

・過去の成功と失敗から学び、明日を考える。

企業行動指針／行動指針
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※本社移転1年目に初めて作成した業務体制表。管理部を2課3事業所体制とする。総務室を新設する

組織の変遷

管理部

NHKホール
事業所

共同ビル
事業所施設管理課 放送センター

事業所 業務課

総務室

社　長

（1989年11月）

事業統括本部

社　長

NHK事業部品質管理室総務部 営業部

（2000年8月）

品
質
保
証
室

管
理
室

営
業
開
発
室

情
報
シ
ス
テ
ム
室

総
務
室

業
務
室

城
北
営
業
所

共
同
ビ
ル
事
業
所

放
送
セ
ン
タ
ー
事
業
所

N
H
K
ホ
ー
ル
事
業
所

（1997年5月）

※業務体制を6室4事業所のフラットな組織に改編する

NHKホール
事業所総務課 共同ビル

事業所 営業1課 営業2課放送センター
事業所

※事業統括本部を設ける

（2004年7月）

※事業統括本部に札幌営業所を置く

部課長会

営業部品質管理部 札幌営業所 総務課 経理課NHK事業部

事業統括本部 総務部

経営責任者

取締役会

業務課

教育課

品質管理課

事業1課

事業2課

営業課

企画営業課

（2005年8月）

※事業統括本部をビル管理事業部と改め、ショップ事業部を設ける

営業部品質管理部 札幌営業所 （株）フィオナ 経理課総務課

安全衛生委員会 サンセイ会エコサークル

NHK事業部

ビル管理事業部 ショップ事業部 総務部

経営責任者

取締役会個人情報保護管理者

部課長会環境管理責任者

業務課

教育課

品質管理課

事業1課

事業2課

営業課

企画営業課

（2010年8月）

※現行組織。特別委員会を明記する

パートナー編集室 個人情報保護委員会 安全衛生委員会 サンセイ会

ビル管理事業部

社長

取締役会個人情報保護管理者

部課長会環境管理責任者

ECOサークル PCB委員会 インフルエンザ対策本部 （株）フィオナ

営業部品質管理部 札幌営業所NHK事業部 総務部

社　長監査役 取締役
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2 20 三星実業株式会社　設立（資本金250万円）
本社を中央区八重洲3丁目東京建物ビル内に置き、
定款の目的を「①鉄鋼製品、鉄鋼原料、各種金属、
鉱産物、燃料、肥料、食料品、油脂、化学製品、木
材、セメント、その他建築、装飾、装置用品、各種
繊維製品、各種機械及びその部品、車両、雑貨の売
買及び輸出入②建築物の管理請負並びに清掃請負③
前各号に関連する業務及び投資」とする

10 5 ㈱大興電気製作所製品をもって、㈱島津製作所と取
引開始。京都市左京区太秦安井西裏町9番地に京都
出張所を置く

11 8 中野芳男代表取締役社長就任。池田愿取締役に就任
する

― － NHK霞が関分館（TVスタジオ）清掃業務受注
－ － NHK放送文化研究所、有楽町サービスセンター、

銀座スタジオ清掃業務受注
1962
3 15 本社を中央区八重洲より文京区本郷1丁目5番17号

三洋ビル内に移転
－ － NHK青山分館清掃業務受注

1963
－ － ù日本放送協会学園（NHK学園）清掃業務受注
－ － NHK第2新館増築部分清掃業務受注

1964
2 20 業務拡張に伴い資本金を375万円に増資する
10 20 業務拡張に伴い資本金を500万円に増資する
11 1 富士重工業㈱車両部の代理店として発足
1965
4 － 日本鋼管㈱プラント部の代理店業務（ボイラー販売

及び附帯工事・翻訳業務・橋梁鉄構業務）開始
7 － 函館ドック㈱の特約店業務開始
－ － 主な建物管理先（NHK交響楽団演奏所・ùNHK学

園・NHK静岡放送局・NHK横浜放送局・NHK放
送文化研究所・NHK青山分館・青山荘・汲泉学
寮・川口、鳩ケ谷放送所・東京大学・õ日本化学会）

1966
6 － 日本鋼管㈱プラント橋梁鉄構部の特約店として

NHK放送センター鉄骨工事受注
－ － NHK浦和放送局清掃設備業務受注

1967
5 10 業務拡張に伴い資本金を650万円に増資する

1968
2 20 業務拡張に伴い資本金を850万円に増資する
6 1 大成火災海上保険㈱の代理店として火災、海上部門

の代理店業務開始
1969

1970
2 5 業務拡張に伴い資本金を1,000万円に増資する

4 12 ソ連、人類初の有人宇宙飛行に成功
9 － 経済協力開発機構（OECD）創立
10 － 東京、大阪、名古屋に株式市場第二部新設

1962
2 1 東京都人口、推計1,000万人突破
5 31 日本経済新聞「新しいサービス業」としてビルメンテナ

ンスの紹介記事掲載、東京ビルメンテナンス協会結成に
ついて報道

10 8 õ日本能率協会主催メンテナンスショー（晴海国際貿易
センター）東京ビルメンテナンス協会参加

10 22 キューバ危機
12 20 首都高速道路初開通
1963
3 21 読売新聞都内版「建築ブームにのるビルの洗濯やさん」

の記事掲載
6 5 関西電力の黒四ダム完成
11 1 ニセ札の横行で新1000円札発行
11 22 ケネディ米大統領、ダラスで暗殺される
1964
4 28 OECD（経済協力開発機構）に加盟
10 1 東海道新幹線が開業
10 10 東京オリンピック開催
1965
7 1 名神高速道路が全線開通
10 21 朝永振一郎にノーベル物理学賞
11 19 戦後初の国債発行が決まる
12 6 全国ビルメンテナンス協会連合会結成準備会（名古屋セ

ンタービル）

1966
3 31 わが国の総人口、1億人を突破
6 29 ザ・ビートルズ来日
10 20 社団法人となりõ全国ビルメンテナンス協会に改称。初

代会長に浅地正太郎氏就任（S41.9.～S52.7.）
－ － 交通事故死者戦後最多となり「交通戦争」が流行語に
1967
7 1 ヨーロッパ共同体（EC）発足
8 8 東南アジア諸国連合（ASEAN）結成
10 18 英モデル、ツイッギー来日、ミニスカート大流行
1968
10 13 メキシコオリンピック開催
10 17 川端康成にノーベル文学賞
12 10 東京・府中で3億円事件発生
1969
5 1 「いざなぎ景気」43カ月目突入、「岩戸景気」抜く
5 26 東名高速道路全線開通
7 20 米アポロ11号、月面に着陸
1970
3 14 日本万国博覧会開幕
3 31 赤軍派が日航機よど号をハイジャック

年 月日 会社の出来事 月日 業界／社会の出来事

1961
（昭和36）

1962
（昭和37）

1963
（昭和38）

1964
（昭和39）

1965
（昭和40）

1966
（昭和41）

1967
（昭和42）

1968
（昭和43）

1969
（昭和44）

1970
（昭和45）

年表年表
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※4～7期は不明

※1～7、9、10 期は不明

【
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金
】

【
従
業
員
数
】

売上高／資本金／従業員数推移



67

1981
2 － ㈱NHKビルメンテナンス設立される
3 － 第二共同ビル清掃業務開始
4 － 管理部を新設する

1982
6 － õ東京ビルメンテナンス協会に加盟する
7 － 中野芳男社長逝去する
8 － 代表取締役社長冨田稔、取締役湯川義一就任する

1983
9 － 建築物清掃業登録
12 － NHK三社会発足に参加

1984
6 － 賃金体系・退職金支給規定の検討開始
12 － 井之頭病院管理棟清掃業務開始

1985
3 － 共同ビルヂング㈱と業務提携に関する新覚書調印す

る
9 － 定款の目的を一部変更「建物の環境衛生管理業務」

と「保安警備管理業務」を追加する

1986
3 － 就業規則の全面改定に着手する
6 － 給与計算システムの導入検討
6 － 東京都公安委員会に警備業の認定申請を行う
7 － 特定労働者派遣事業の許可申請を行う
8 － 絵画リース事業の検討開始
1987
4 － 文京区より児童館等の清掃業務受注
5 － 建築物ねずみ昆虫等防除業登録
8 － 三奈美商事への業務委託を終了する

1988
1 － 給与計算ソフト導入する
4 － 本社を文京区本郷から渋谷区神山町（現本社）に移

転
4 － 第三共同ビル清掃業務開始
4 － 共同ビル管理センター警備業務開始

1989

9 － イラン・イラク戦争勃発
12 4 東京都ペストコントロール協会設立
12 8 ジョン・レノン、ニューヨーク自宅前でファンに射殺さ

れる
1981
3 2 中国残留日本人孤児47人初来日、肉親探し始まる
5 10 ビル管理法改正によるビルメンテナンス業務の6種類の

事業登録開始
7 29 英国でチャールズ皇太子がダイアナ嬢と結婚
10 19 福井謙一京大教授にノーベル化学賞
1982
4 1 500円硬貨発行
5 28 職業訓練法施行令及び施行規則改正でビルクリーニング

国家検定実現
6 23 東北新幹線が大宮－盛岡間で開業
7 9 警備業法改正法成立（認定制度、教育責任者、機械警備

等の条項）が新設
11 15 上越新幹線が大宮－新潟間で開業
1983
1 27 世界最長の青函トンネル（53.85km）先進導坑貫通
3 26 ビル管理法業者登録、「建築物清掃業」・「ねずみ昆虫等

防除業」・「建築物環境衛生一般管理業」の3業種で全国
協会が厚生大臣指定団体

4 15 千葉県浦安に東京ディズニーランド開園
10 12 ロッキード裁判で元首相田中角栄被告に懲役4年の実刑

判決
1984
3 18 江崎グリコ社長誘拐される。これ以後、一連のグリコ・

森永事件発生
4 24 「労働者派遣事業問題」に関する全国協会の見解まとま

る
7 28 ロサンゼルスオリンピック開催
11 1 15年ぶりに新札発行、1万円、5000円、1000円札の3種
1985
3 16 科学万国博「つくば ’85」開幕
4 1 NTT、JT発足
7 5 「労働者派遣事業の適正な確保及び派遣労働者の就業条

件の整備等に関する法律」公布
8 12 羽田発大阪行き日航ジャンボ機が群馬県・御巣鷹山に墜

落炎上
1986
4 1 男女雇用機会均等法が施行
4 26 ソ連のチェルノブイリ原子力発電所で大規模な放射能漏

れ事故発生
5 4 第12回先進国首脳会議（東京サミット）開幕
12 2 都道府県協会長会議で売上税導入反対運動の体制を整備
1987
4 1 国鉄の分割・民営化でJR11法人と国鉄清算事業団に分

かれて再発足
9 26 改正労働基準法、労働時間短縮の段階的移行公布
10 12 米マサチューセッツ工科大学の利根川進教授にノーベル

医学・生理学賞
10 16 東京都警備業協会発足
10 19 ニューヨークと東京で株式大暴落（ブラックマンデー）
1988
3 13 世界最長の青函トンネル（53.85km）開業
3 17 屋根つき球場「東京ドーム」開館
5 2 電気事業法施行細則一部改正、電気主任技術者の不選任

承認枠がこれまでの5,000kw未満から1,000kw未満に拡
大

6 18 リクルート関連未公開株の譲渡が判明、リクルート事件
の発端に

9 1 電気工事2法施行
11 1 全国協会、労働省委託事業「週休2日制等の推進事業」

に協力
1989

年 月日 会社の出来事 月日 業界／社会の出来事

1981
（昭和56）

1982
（昭和57）

1983
（昭和58）

1984
（昭和59）

1985
（昭和60）

1986
（昭和61）

1987
（昭和62）

1988
（昭和63）

資
料
編

年
表
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－ － 主な建物管理先（NHK内幸町第2新館・内幸町新
館・霞が関分館・NHK交響楽団演奏所・千代田分
室・青山荘・青南寮・汲泉学寮・春風寮・羽沢寮・
NHK学園・NHK浦和放送局・NHK千葉放送局・
NHK川口放送局・NHK鳩ケ谷放送局・日本エンジ
ニアリング㈱鶴見本部・日本鋼管工事㈱鶴見本部・
õ日本音楽著作権協会）

1971
1 19 取締役に石井智就任する
3 10 共同ビルヂング㈱設立
－ － 機械販売部門採算悪化のため廃止する

1972
10 31 放送センター本館完成
12 5 共同ビルヂング㈱と建物管理及び清掃業務提携締結
12 15 第一共同ビル竣工
－ － 商事部門の電気部品部門廃止する

1973
1 11 新株1万株を共同ビルヂング㈱に発行し500万円の

増資を行う
4 － NHK放送センター本館高層階清掃業務受注
6 － NHKホール清掃業務受注
7 － NHK内幸町放送会館閉鎖
1974

1975
9 － 本決算により繰越欠損を解消し繰越利益を計上する

1976
9 － 定時株主総会で株主配当（1株当り30円）の利益

処分を決議する

1977
－ － 渋谷ビデオスタジオ清掃業務開始

1978
－ － NHKホール業務完全自社化なる

1979

1980

4 14 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」公布、
昭和45年10月13日施行

11 25 三島由紀夫、市ヶ谷陸上自衛隊で割腹自殺
12 25 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」公布、昭和46年

9月24日施行

1971
4 1 東京ビルメンテナンス協会、東京都知事から民法第34

条の規定による社団法人として設立許可を受ける
7 1 環境庁発足、公害行政の一元化図る
8 28 円の変動相場制実施
10 － NHK総合テレビ全時間カラー化
1972
2 3 札幌冬季オリンピック開催
2 19 浅間山荘事件
6 11 田中角栄通産相「日本列島改造論」を発表
6 － 日本フロアーポリッシュ工業会発足
7 5 「警備業法」公布、昭和47年11月1日施行
1973
3 31 労災保険法にビルメンテナンス業新設、保険料率が1,000

分の4となる
10 23 国際石油資本が原油価格30％値上げ、石油危機始まる
10 23 江崎玲於奈博士にノーベル物理学賞
11 2 トイレットペーパー買い占め騒ぎで各地にパニック波及
1974
8 8 ニクソン米大統領がウォーターゲート事件で辞任
8 30 東京・丸の内の三菱重工ビルで時限爆弾爆発
10 8 佐藤栄作元首相にノーベル平和賞
1975
1 － ビルメン業の労災保険料率に通勤災害が入り、1,000分

の5となる
4 30 サイゴン陥落、ベトナム戦争終結
7 18 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」施行

令改正（特定建築物の範囲5,000㎡から3,000㎡以上に
拡大）

7 19 沖縄国際海洋博覧会が開幕
11 15 パリ郊外ランブイエ城で第1回主要先進国首脳会議（サ

ミット）開催
1976
2 4 米上院でロッキード疑獄事件明るみに
3 9 労働省告示、ビルクリーニング技能士の技能審査を認定
7 17 モントリオールオリンピック開催
7 27 ロッキード事件で田中角栄前首相逮捕
1977
5 18 õ東京ビルメンテナンス協会の一部有志により、「東京

ビルメンテナンス政治連盟」発足。会長に田崎明氏
7 14 日本初の気象衛星ひまわり、米ケネディ宇宙センターか

ら打上げ
8 7 北海道の有珠山が大噴火
9 28 日本赤軍が日航機をハイジャック
1978
2 21 ú建築保全センター創立総会
3 20 初の国産発電用原子炉「ふげん」臨界に
5 20 新東京国際空港（成田空港）開港式
8 12 北京で日中平和友好条約調印
1979
1 13 国公立120大学で、初の共通一次試験開始
1 17 国際石油資本、対日石油供給量削減を通告（第2次石油

ショック）
6 28 第5回先進国首脳会議（東京サミット）開催
7 － 東京ガラスクリーニング協会発足
11 6 マンション管理業協会発足
1980
4 － 労災保険料率改定、ビルメンテナンス業は1,000分の6
7 19 モスクワオリンピック開催

年 月日 会社の出来事 月日 業界／社会の出来事

1970
（昭和45）

1971
（昭和46）

1972
（昭和47）

1973
（昭和48）

1974
（昭和49）

1975
（昭和50）

1976
（昭和51）

1977
（昭和52）

1978
（昭和53）

1979
（昭和54）

1980
（昭和55）
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9 － 専務取締役池田愿退任
11 － 管理部を2課3事業所体制とする。総務室を設ける

1990
4 － NHK宝瑠（ホール）会設立に参加する
10 － 安全衛生委員会規則施行
12 － 自社カレンダーを作成し配布する

1991
1 － 三星実業株式会社から株式会社サンセイに商号変更
2 － 創立30周年記念パーティー開催（第三共同ビル会

議室）
9 － 定款の目的に「受付・社内メール等のビジネスサー

ビス業務」を追加する

1992
1 － エルダー社員制度を創設する
5 － 人事処遇制度（資格等級と役職位）を改定する
5 － NHK交響楽団賛助会員となる

1993
1 － 文京建物管理事業協同組合を設立、出資する
3 － ㈱青学サービスと取引開始する
6 － 会員制リゾート施設（静岡県伊東市）購入

1994
2 － 本社業務体制に営業開発室を設ける
5 － 特別契約社員制度発足する
8 － 文京シビックセンター清掃等業務委託受注（組合）
9 － 業務拡張に伴い資本金を2,000万円に増資する
12 － 文京シビックセンター業務開始

1995
1 － 全従業員参加による新年会開催
4 － 法人名義のゴルフ会員権購入する
8 － 東京国際フォーラム企画提案JVに参加
9 － 医療関連サービスマーク認定取得
9 － 業務拡張に伴い資本金を3,000万円に増資する
－ － NHK浦和放送局から人材派遣業務受注する

1996
1 － 新スローガン・新シンボルマーク・新ユニフォー

ム・行動指針の開発によるCIを導入する
3 － 本社研修会開催する（伊東市）
7 － サンセイ会35周年事業として家庭用医学書を配布
8 － 本社業務体制を4室3事業所制とする
8 － 川口放送衛星管制センター清掃・警備業務開始

1 7 昭和天皇崩御、新元号は平成と決定
4 1 消費税（3％）導入実施
9 － 労働時間を平成3年度に4週6休制、週44時間制実現
11 9 「ベルリンの壁」が崩壊
12 － 米ソ冷戦終結宣言
1990
2 － 労働対策委員会、労働時間短縮委員会・外国人労働問題

研究会・中高年齢問題研究会・パートタイム労働問題研
究会・安全問題研究会を発足

8 2 イラク軍がクウェートに進攻、全土を制圧、湾岸戦争始
まる

10 3 東西ドイツが統一
10 － ビルオーナーに向け時短への理解を深めてもらうための

パンフレット作成
11 17 長崎の雲仙普賢岳、200年ぶりに大噴火
1991
2 28 多国籍軍の勝利で湾岸戦争終結
4 1 週労働時間が46時間に短縮
4 － 全国協会、ビル清掃員ネーミング募集6月21日に「ク

リーンクルー」に決定
6 3 雲仙・普賢岳で大規模な火砕流発生
12 － ソ連消滅
1992
6 － 平成3年度事業所統計調査発表、建物サービス業は事業

所1万4,137、労働者52万6,928名
7 1 山形新幹線「つばさ」開業
7 25 バルセロナオリンピック開催
8 － 東証平均株価反落、バブル景気終焉
1993
1 1 世界最大単一市場ECの統合市場発足
2 19 労働基準法改正案国会上程、平成6年4月1日から週40

時間に、猶予企業は平成9年
3 26 労働基準法改正法令公布、ビルメンは平成6年3月まで

に46時間
4 1 改正医療法施行へ、院内清掃も業種に指定、病院清掃受

託業者の委託基準が設定
5 15 初のプロサッカーJリーグ開幕
6 9 皇太子と小和田雅子さんの結婚の儀
6 11 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート

タイム労働法）成立
10 4 総務庁、日本標準産業分類改正、ビルメンテナンス業が

小分類建物サービス業の中の細分類として独立
1994
4 1 改訂日本標準分類施行、ビルメンテンス業独立
4 1 改正労働基準法施行、週40時間スタート、ビルメンテ

ナンスは44時間に
6 27 長野県松本市の住宅街で有毒ガス・サリン散布
10 1 ú医療関連サービス振興会、院内清掃サービスマーク第

1回認定業者を発表、439社
10 13 作家の大江健三郎にノーベル文学賞
1995
1 17 阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）発生
3 20 地下鉄サリン事件発生
4 1 消防法施行規則改正、大規模建築物における防災センタ

ー要員の講習制度導入
7 1 製造物責任法（PL法）施行
9 － 日銀公定歩合を0.5％に引下げ
11 1 WTOの政府調達協定に基づく国及び地方公共団体の調

達手続きに関する特例法令公布、施行は来年1月1日
1996
2 28 ビル設備管理技能士が国家検定の職種に加わる
5 23 全協、政府調達協定対策委員会設置
7 12 O-157の集団食中毒被害全国に広がる
7 19 アトランタオリンピック開催
12 5 世界文化遺産に広島原爆ドーム

年 月日 会社の出来事 月日 業界／社会の出来事
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（平成8）

69

12 － 保養所用地（長野県茅野市）を購入する
1997
1 － 協力企業との懇親会開催
1 － 入退室管理システムの開発運営・設置工事受注する
3 － 城北営業所（現・文京営業所）を開設する
3 － 現場業務管理システム導入する
4 － NHK菖蒲久喜ラジオ放送所清掃・警備業務開始
4 － 府中市役所より施設管理運営業務受注する
4 － 駐車場運営管理業務を開始する
5 － 本社業務体制を6室4事業所制とする
7 － ビルメンテナンス賠償共済保険加入
8 － 関東財務局からたばこ販売営業許可取得
8 － 共同ビル内でタバコ小売販売業務開始
1998
4 － 本社内に一部ダイヤルインを導入する
5 － 本社内パソコン環境の再整備を図る
11 － 社内報「パートナー」を創刊する

1999
3 － ú井之頭病院新棟清掃業務開始
5 － ùNHK学園新校舎清掃業務開始
6 － 目標管理によるマネジメント手法導入する
8 － 本社業務体制に事業統括部を設ける
－ － 渋谷区より学校警備を受注する

2000
1 － 新年会会場を変更（青学会館から青山ダイヤモンド

ホール）
2 － 東京スタジアムプロポーザル参加
4 － 目黒営業所・品川営業所を開設する
4 － 渋谷区代官山スポーツプラザ清掃業務受注
8 － 玉川聖学院清掃等業務受託
8 － 駒沢中村ビル清掃業務開始
11 16 建築物飲料水貯水槽清掃業登録
－ － 事業統括本部を設け品質管理室・NHK事業部・営

業部を置く
12 － NHKアートビル業務開始
2001
1 － 創立40周年記念新年会開催
8 － 40周年記念事業蓼科山荘竣工
8 － 本社体制を事業統括本部・営業部・NHK事業部・

品質管理室・総務部とする
9 － NHK横浜局設備運用保守業務開始
9 － さいたま支店・府中営業所を開設する
11 － NHK放送技術研究所業務開始

2002
3 － 予実管理システムの作成着手
4 － ú井之頭病院業務が病院との直接契約となる
8 － ISO14001認証取得

1997
2 1 院内清掃業務に関する医療関連サービスマーク制度実施

要項の一部改正法が施行
4 1 週40時間労働制への緩和
4 1 消費税5％に引上げ実施
7 1 香港が中国に返還
12 11 京都議定書採択される
12 － 都財務局契約2課、新規物件で複数年度（3年度間）契

約導入

1998
2 2 郵便番号が7ケタに
2 7 冬季オリンピック長野大会開催
3 － 公正取引委員会、施設管理で安値入札に警告
7 25 和歌山市で毒入りカレー事件発生
9 8 外務省・厚生省にWTO政府調達協定から建築物清掃サ

ービスを除外するよう要望
9 25 労働基準法改正、①変形労働時間の要件緩和②60歳以

上の労働者に限って契約期間3年延長可、等
1999
1 1 欧州連合（EU）の単一通貨・ユーロを加盟国に導入
3 17 厚生省、許可等の有効期間の延長に関する法律に基づき

事業登録期間3年から6年に延長
4 1 改正男女雇用機会均等法が施行
7 1 NTT、分割・再編
7 7 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備等に関する法律（労働者派遣法）改正交付
9 30 茨城県東海村の民間核燃料処理工場で初の臨界事故発生
9 － コンピュータ西暦2000年問題対応、ビルメン業危機管

理計画ガイド発行
2000
3 23 品質インスペクター養成講習会開催、インスペクション

ガイドブックに基づき試行
5 31 都が「総合評価方式」による入札契約を開始
7 19 2000円札発行
8 － 都、競争入札にISO認証取得を反映する方針を公表
9 15 シドニーオリンピック開催
10 10 筑波大学名誉教授・白川英樹氏にノーベル化学賞

2001
1 6 中央省庁が再編され1府12省体制へ
1 24 消防法施行令改正
3 23 ビルメンテナンス業の労災保険料率が1,000分の6から

1,000分の6.5に引き上げ
5 － ビル管法一部改正で「空調ダクトの清掃」「排水管の清

掃」の2業種が追加となり8業種に
8 1 マンション管理適正化法が施行・「マンション管理士」

資格が新設
9 11 アメリカで同時多発テロ発生、世界貿易センタービル崩

壊
9 － 針刺し事故でHIV感染死
10 10 野依良治・名古屋大学教授にノーベル化学賞
10 15 （～10.17）第1回ビルクリーニング品質インスペクター

2級講習会
12 7 建築物における衛生的環境の確保に関する法律改正、成

立、①登録業種拡大②一般管理業から総合管理業へ
2002
2 28 「泊まり裁判」で最高裁が「仮眠時間も労働時間」と初

めて認定
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6 － オフィシャルサイトのHPを運用開始する
7 － 建築物環境衛生総合管理業登録
7 － 第10回全体会議開催
9 － ㈱ファーレックスと業務提携を結び出資する
10 － 都交通局の車両検修場管理業務開始
12 － 渋谷ビデオスタジオ事業所業務廃止
12 － 東京都水道局・交通局・財務局から草刈り・昇降機

保守・警備業務を受注する
2008
1 － 第11回全体会議開催
3 － 取締役会規程及び役員規程作成施行
4 － フィオナ販売事業部を閉鎖する
4 － 貨物軽自動車運送事業者（東京・さいたま）届出
4 － 特定信書便事業認可授与
4 － 杉並区高井戸区民センター他総合管理業務開始
4 － 衆議院憲政記念館清掃業務開始
4 － NHK都内営業所間使送業務開始
6 － 日本私立学校振興・共済事業団へ寄付開始
7 － 第12回全体会議開催
7 － とうきょう次世代育成サポート企業に登録する
8 － ビル管理事業部に総務部を統合する
9 － 新会社法による定款変更を行う
10 － 株式不発行会社へ移行
10 － 携帯電話にオフィシャルサイト公開
11 － 法定外災害補償給付規程・ガン治療費補助・見舞金

制度規定・入院及び手術費用補助制度規程施行
12 － サンセイCSRサイトのHPを公開する
12 － 企業行動指針を作成発表する
12 － 高校生のインターンシップ活動に参加
12 － 新型インフルエンザ対策行動計画作成発表
12 － 東京都労働局・学校支援センター・交通局から昇降

機保守点検業務受託
2009
1 － 第13回全体会議開催
1 － 障害者職業生活相談員資格取得
2 － 新規協力業者取扱規程導入
4 － ㈱NHKビジネスクリエイト発足（㈱NHK共同ビジ

ネスと㈱NHKオフィス企画が合併）
5 － NHK厚生文化事業団に寄付開始
7 － 第14回全体会議開催
8 － 社用車等の管理規定の導入
8 － 東京都公園協会・警視庁・福祉保健局から草刈り・

設備保守・巡回警備業務を受託
2010
1 － 第15回全体会議開催
1 － 渋谷社会福祉協議会賛助会員として寄付開始
2 － 法定外災害補償給付規定の休業補償内容変更
2 － エコキャップ運動に参加
3 － 生命保険（ガン保険）契約に関する規定廃止
3 － 札幌営業所に帯広出張所・旭川出張所開所
4 － 杉並区阿佐ヶ谷区民センター等総合管理業務開始
6 － ù産業能率大学メールセンター業務開始
7 － 第16回全体会議開催

10 1 郵政事業が136年の官業を民営化（日本郵政グループ発
足式）

12 － 中国製冷凍餃子による食中毒が発生

2008
1 － 省エネ法改正案今国会に提出、2,000㎡未満の建物も届

出義務
7 7 第34回サミットを北海道洞爺湖町で開催
9 15 米のサブプライム問題に端を発した金融危機が発生（大

手証券リーマン・ブラザーズ破綻）
10 － 小林誠・益川敏英・南部陽一郎にノーベル物理学賞、下

村脩にノーベル化学賞

2009
1 － オバマ、米第44代大統領に就任。黒人の大統領は米史

上初
3 － 厚生労働省、ビルメン業の職能評価基準策定
4 － 新型インフルエンザ（H1N1）発生
5 1 裁判員制度スタート
5 － 国交省、適正化法施行規則一部改正省令公布

2010
5 － 上海国際博覧会開催
7 1 障害者雇用納付金制度対象事業主拡大201人以上300人

以下事業主申告義務
8 5 チリ・コピアポ鉱山で落盤事故事故発生、10月13日全

員救出
8 － 内閣府「公共サービス改革法」閣議決定、民間事業者の

創意工夫活用
9 － 平成22年度地域別最低賃金決定、全国平均で17円アッ

プの730円となり経営者側は難色示す
11 13 横浜市でアジア太平洋経済協力会議（APEC）の首脳会

議開催
11 － 「小学校清掃指導マニュアル」刊行、全国1,823の小学校、

支援学校に無償配布
12 － 広がるインスペクションの導入、評価制度導入の3事例

報告
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8 － ケムドライシステム代理店契約締結
8 － 第1回全体会議開催
9 － 札幌営業所開設
9 － アクセスコントロール事業の協業化開始
9 － ㈱白寿生科学研究所本社ビル業務開始

2003
3 － 共同ビル管理センター警備業務解約
4 － NHK札幌局及びNHK岩見沢局清掃業務開始
5 － パワーグリーンガンマ販売代理店契約締結
7 － 第2回全体会議開催
9 － NHK放送センター総合評価方式による競争導入
9 － 「ビル管発信」の発行開始
9 － 売上管理・会計ソフト（PCA）導入
10 － セクシュアルハラスメント方針宣言発表
2004
1 － 第3回全体会議開催
1 － 事業統括本部に品質管理部・営業部・NHK事業

部・札幌営業所を置く
2 － 品質チェックシステム全現場導入
4 － ㈱ニチレイ品川物流センター業務開始
7 － ㈱クリーンフローラ北海道販売を共同出資で設立
7 － 第4回全体会議開催
7 － 環境商品各種展開開始
11 － 福岡事業所開設
11 － 富士フイルム㈱福岡ビル業務開始
－ － 社会貢献事業としてカレンダー国際協力活動に参加

する
－ － 昇降機メンテナンスの営業開始
2005
1 － 第5回全体会議開催
1 － 大阪事業所開設
1 － 富士フイルム㈱大阪ビル業務開始
4 － ショップ事業部を設立し自社ブランドの造花関連商

品「フィオナ」を開発販売開始
4 － 静岡事業所設立
4 － 札幌営業所内に三峯産業㈱札幌営業所を開所する
4 － 共同ビルヂング㈱と㈱NHK総合ビジネスが合併し

て㈱NHK共同ビジネス誕生
6 － ㈱クリーンフローラ北海道販売を100％子会社とし

て㈱フィオナと改める
7 － 第6回全体会議開催
8 － 事業統括本部をビル管理事業部と改める
9 － 三峯産業と株の持合いに合意
9 － 川口支店をさいたま支店に移転改称
10 － フィオナ販売事業の拠点として品川工房を開設
12 － プライバシーマーク使用許諾認定取得
2006
1 － 第7回全体会議開催
1 － ヤマトホームコンビニエンス㈱と取引開始
3 － ㈱フィオナを休眠会社とする
4 － NHK旭川・帯広・函館局の清掃・設備保守業務開

始
4 － NHKホール契約がNHKサービスセンターとの直契

約となる
7 － 都住供発注の避雷針設備保守点検業務開始
7 － 第8回全体会議開催
12 － LINACK㈱と業務提携を結び出資する
2007
1 － 第9回全体会議開催
4 － 改定就業規則施行
4 － 品川工房を閉鎖し東雪谷工房開所する

2 － 業務ビルに省エネ義務付け、対象1,000施設2003年度
より施行

4 － 低入札価格調査制度、最低制限価格調査制度BMに適用
5 31 サッカーワールドカップが日韓共同開催で開幕
9 － レジオネラ菌集団感染で安全対策徹底を緊急要請
9 － 平成13年度にスタートした品質インスペクター養成講

習の受講者が884名にのぼった
10 8 小柴昌俊東大名誉教授にノーベル物理学賞、会社員・田

中耕一氏にノーベル化学賞
10 15 北朝鮮から拉致被害者が24年ぶりに帰国
2003
3 － アジアを中心に新型肺炎「SARS」が流行
4 1 日本郵政公社発足
4 － 改正省エネ法施行
6 － 公の施設管理に指定管理者制度導入
6 － 下請法の一部改正公布
7 － 簡易専用水道の検査方法を改正
12 1 テレビの地上デジタル放送開始

2004
1 － 電気主任技術者外部委託可能に
1 － 中高層共同住宅標準管理規約を国交省改正
1 － 光触媒試験方法のJIS制定される
3 － 警備・掃除ロボット実用化へ
4 1 営団地下鉄、民営化（東京メトロ）
6 － 違法駐車場対策で警備業者活用へ
7 20 東京で最高気温39.5度、記録を更新
8 13 アテネオリンピック開催
8 － 東京都、委託案件にも電子入札導入

2005
2 16 地球温暖化防止のための京都議定書発効
4 1 個人情報保護法が全面施行
6 － 高年齢者等職業安定対策基本方針発表（厚生労働省）
9 － 指定管理者受託団体事業主体別分析内容を発表（内閣府）
10 － 日本の総人口が減少（国勢調査）
11 － 「建築物アスベスト点検の手引き」を作成（東京都）

2006
2 － 世界の推計人口65億人を突破
2 － グリーン購入法の基本方針改定により「庁舎管理・清掃」

含まれる
3 20 日本が初代ワールド・ベースボール・クラシック優勝国

に
4 － ㈱ジャパンメンテナンスと㈱イオンテクノサービスが合

併し、業界売上トップへ
5 1 会社法施行
5 － 全国協会が会員専用向けウエブサイトの運用開始

2007
4 － 雇用保険率が1,000分の4.5引き下げられる
7 16 新潟県中越沖地震発生
8 － 平成19年度地域別最低賃金の全国加重平均が14円増

年 月日 会社の出来事 月日 業界／社会の出来事

2002
（平成14）

2003
（平成15）

2004
（平成16）

2005
（平成17）

2006
（平成18）

2007
（平成19）
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編集後記

「50年」

これを短いと感じるか、長いと感じるかはその人それぞれであり、また対象が何であるか

ということによるのだろうけど、「株式会社サンセイの50年」はどうだろうか。

会社創立50周年を記念して編集されたこの50周年記念誌は本文、資料あわせて総ページ

72ページ。冊子の厚さは1センチにも満たない。

沿革を文章にするため幾度となく実施されたライターさんと社長とのインタビュー。可能

な限りの写真撮影、関係者へ資料提供の依頼、社内資料の集約、座談会の実施などこの記念

誌編集のために費やした時間はかなりのものだ。さらに創業当初から冨田社長が就任した頃

までの約20年間の記録は数少ない資料と冨田社長の記憶だけが頼りであり、編集の苦労は

計り知れないものであった。

長い歴史をこれだけに集約してしまってよいのだろうか、という懸念を持ちながら初稿の

原稿を読み進めると、なかなかどうしてこれがうまい具合に凝縮され、50年の歴史をずっ

しりと感じられる一冊となった。

そして当社がここまで大きくなれたのも、この立派な50周年誌を作成できたのも、これ

もひとえにお客様とのつながりが最大の要素であるということをひしひしと感じられる一冊

でもある。

この歴史に残る一冊のためにたくさんの写真を快く提供してくれた皆様、撮影に協力して

くれた皆様、資料や文章を提供してくれた皆様、座談会に参加してくれた皆様、そしてたく

さんのパーツをきれいに編集してくれた㈱出版文化社の皆様、本当に、本当にありがとう。

心より感謝いたします。

創立50周年、おめでとう！

次の50周年目指して、エールを贈ります。

2011年4月

50周年記念誌編集委員会


